
 

足立区老朽家屋等解体工事助成要綱  

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、足立区老朽家屋等の適正管理に関する条例（以下「条例」という。）第６条の

規定に基づく助成の実施について、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の定義は、条例において使用する用語の例による。 

（助成の対象） 

第３条 区長は、条例第８条に規定する足立区老朽家屋等審議会（以下「審議会」という。）にお

いて解体することが妥当とした建物等を対象として、解体工事を実施した個人、中小企業（中小

企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小企業者をいう。）又はそ

の他の団体（国、地方公共団体及び独立行政法人等並びに宅地建物取引業法（昭和２７年法律第

１７６号）に規定する宅地建物取引業を営むもの（以下「宅地建物取引業者」という。）がその

業の目的のために工事を実施しようとする場合における宅地建物取引業者を除く。）に対し、当

該工事に要した費用の一部を予算の定める範囲において助成することができる。ただし、解体工

事を実施した建物等の所有者が当該解体工事に着手する６箇月前までに緊急安全対策工事を行っ

ていたときは、解体工事及び緊急安全対策工事に要した費用を助成することができる。この場合

において、両工事に対する助成の合計額は、第５条に定める額を超えないものとする。 

２ 前項の規定により助成を受けようとする者は、当該工事等を実施した建物等の所有権の全部を

有する者、当該建物等の所有権を有する者の全員の同意を得た者又は建物の区分所有等に関する

法律（昭和３７年法律第６９号）第３条に規定する団体であって、同法第３０条の規定に基づく

規約の定めにより承認を得たものであることを要し、かつ次に掲げる条件を満たさなければなら

ない。 

（１）個人にあっては、市区町村民税を滞納していないこと。 

（２）法人にあっては、法人都道府県民税を滞納していないこと。 

（３）建物等の解体により所有者以外の者の権利を侵害するおそれのないこと 

３ 前項に定めるもののほか、区長が特に必要と認めたものは、助成を受けることができる。 

（欠格要件） 

第４条 前条第１項の規定にかかわらず、次の各号に該当する者は、助成を受けることができない。 

（１） 日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法若しくはその下に成立した政府を暴力

で破壊することを主張する政党その他の団体、暴力団員による不当な行為の防止等に関

する法律(平成３年法律第７７号)第２条第２号に規定する暴力団若しくは無差別大量殺

人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）の規定による無

差別大量殺人行為を行った団体又はこれらの団体の支配若しくは影響の下に活動してい

るものと認められる団体若しくは個人 

（２） 工事の実施に当たり、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法

律第１０４号）その他の法令の定めにより、手続等が義務付けられているにもかかわら

ず、これを怠った者 

（３） 前２号に定める者のほか、その者に助成を行うことがこの助成の趣旨に反し、又は不

適当であると区長が認めるもの 



 

（助成金の額） 

第５条 助成金の額は、工事に要した費用の額（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定す

る消費税額を除く。）に次の各号に掲げる建築物の種別に応じて当該各号に定める数値を乗じて

得た額（その額に千円未満の端数がある場合においては、その端数を切り捨てた額）とする。 

（１） 木造建築物 １０分の５。ただし、５０万円を超えないものとする。 

（２） 非木造建築物 １０分の５。ただし、１００万円を超えないものとする。 

（助成の手続） 

第６条 助成金の交付を受けようとするものは、助成を受けようとする建物等ごとに、足立区老朽

家屋等工事助成申請書（第１号様式）により、次の各号の書類を添えて区長に申請しなければな

らない。ただし、区長は、必要がないと判断した書類の添付を省略させることができる。 

（１） 建物の登記事項証明書 

（２） 案内図及び外観写真 

（３） 申請者の住民票又は登記事項証明書の写し 

（４） 建築年月日が確認できる書類の写し 

（５） 工事見積書（内訳書を含む。） 

（６） 市区町村民税納税証明書（法人を含む。） 

（７） その他、区長が必要と認める書類 

（助成内定通知） 

第７条 区長は、前項の申請があったときは、当該申請に係る書類の審査を行い、適当と認めたと

きは、助成を内定し、足立区老朽家屋等工事助成金交付内定通知書（様式第２号）により、申請

者に通知するものとし、助成することが不適当と認めたときは、不適当である理由を付して、そ

の旨通知するものとする。 

２ 区長は、前項の規定により助成を内定したときは、助成金の額の予定額（以下「助成予定額」

という。）を申請者に通知するものとする。 

３ 区長は、第１項の規定により助成を内定するに当たっては、助成金の交付についての条件を付

することができる。 

（変更、取下げ等） 

第８条 前条第１項の規定による助成の内定の通知を受けたもの（以下「助成内定者」という。）

は、内定を受けた内容について変更するときは、足立区老朽家屋等工事助成金内容変更申請書（様

式第３号）により区長に申請し、承認を受けなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による変更の申請があったときは、変更に係る内容について審査し、これ

を承認するときは、足立区老朽家屋等工事助成金内容変更承認書（第４号様式）により当該変更

を承認した内容及び助成予定額（助成予定額が変更となる場合に限る。）を助成内定者に通知す

るものとし、当該変更を承認しないときは、承認しない理由を付して、その旨通知するものとす

る。 

３ 申請者が申請を取り下げるとき又は助成内定者が工事等を取りやめるときは、足立区老朽家屋

等工事等取下げ・取りやめ届（第５号様式）により、区長に届け出なければならない。 

（内定の取消し） 

第９条 区長は、助成内定者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成の内定を取り消すこと

ができる。 



 

(１) 工事等が申請内容と異なって施工され、これについて区長が報告又は是正を求めたにもか

かわらず、その報告又は是正を行わないとき。 

(２) 正当な事由なく、助成の内定を受けた日から１年以内に工事が完了しないとき。 

(３) その他助成を行うことが不適当と区長が認めるとき。 

２ 区長は、前項の規定により、助成の内定を取り消したときは、足立区老朽家屋等工事助成金交

付内定取消通知書（第６号様式）により当該内定を取り消されたものに通知するものとする。 

（助成金の交付申請） 

第１０条 助成内定者は、工事が完了し、助成金の交付を受けようとするときは、速やかに足立区

老朽家屋等工事完了届・助成金交付申請書（第７号様式）により、区長に工事の完了を届け出る

とともに、助成金の交付を申請しなければならない。 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１） 契約書の写し 

（２） 領収書又はこれに代る証明の写し 

（３） 工事施工前、施工中及び施工後の写真 

（助成金の交付決定） 

第１１条 区長は、前条第１項の規定により助成金の交付の申請がされたときは、同条第２項に規

定する書類を審査し、助成金を交付することが適当と認めたときは、助成金の交付の決定を行い、

足立区老朽家屋等工事助成金交付決定通知書（第８号様式）により助成内定者に通知するものと

する。ただし、助成金を交付することが不適当と認めたときは、不適当である理由を付して、そ

の旨通知するものとする。 

２ 区長は、前項に規定する審査のほか、必要に応じて、前条第２項に規定する書類に基づき現場

確認を行うものとする。 

３ 第１項の規定により助成金の交付を決定するときは、第７条第２項の規定により通知した助成

予定額（第８条第２項の規定により助成予定額を変更した場合は、同項の規定により通知した予

定額）を助成金の額として決定するものとする。 

（助成金の交付請求） 

第１２条 助成金の交付の決定を受けたものは、速やかに足立区老朽家屋等工事助成金交付請求書

兼口座振替依頼書（第９号様式）を区長に提出し、助成金の交付の請求をしなければならない。 

（代理受領） 

第１３条 前条の規定により、助成金の交付を請求するものは、助成金の受領について当該工事を

施工した建設会社等に委任することができる。ただし、第１０条に規定する助成の申請の際、当

該受領及び委任行為に関する事項について定めた工事請負契約書及び委任状（第１０号様式）の

添付を行ったものに限る。 

２ 前項の規定により、代理受領の委任を行う場合は、前条に規定する様式第９号に代わり、足立

区老朽家屋等工事助成金代理受領請求書兼口座振替依頼書（第１１号様式）を区長に提出し、助

成金の交付の請求をしなければならない。 

３ 前項に規定する建設会社等は、次の各号に該当するものでなければならない。 

 （１） 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定により、建設業の許可を受けた者

又は建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）第２１条の規

定により、解体工事業者の登録を受けた者 



 

 （２） 足立区契約事務規則（昭和３９年足立区規則第５号）第７条の２の規定により、建築工

事等の一般競争入札資格者登録をしている者 

（交付決定の取消し） 

第１４条 区長は、助成金の交付の決定を受けたものが、次の各号のいずれかに該当するときは、

交付の決定を取り消すことができる。 

(１) 虚偽の申請その他不正の手段により助成金の交付又は交付の決定を受けたとき。 

(２) 助成金を他の用途に使用したとき。 

(３) 助成金の交付の決定の内容又はこれに付した条件、その他法令に基づく命令に違反したと

き。 

(４) 条例又はこの要綱の規定に違反したとき。 

（助成金の返還） 

第１５条 区長は、前条の規定により交付の決定を取り消した場合において、すでに助成金が交付

されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

（違約金） 

第１６条 前条の規定により助成金の返還を命ぜられたものは、当該命令に係る助成金の交付を受

けた日から返還の日までの日数に応じ、当該助成金の返還額につき年１０．９５パーセントの割

合で計算した違約金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

（委任） 

第１７条 助成金の交付に係る届出その他の手続を他の者に委任するときは、委任状（第１２号様

式）を添付するものとする。 

付 則（２３足都建発第３５０９号 平成２３年１１月１日区長決定） 

この要綱は、平成２３年１１月１日から施行する。 

付 則（２４足都安発第２３５４号 平成２４年１２月１２日区長決定） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２５年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財源の確保

に係る地方税の臨時特例に関する法律の施行に伴う経過措置） 

２ 施行日から平成２８年３月３１日までの間に第１１条第１項の規定により交付が決定された者

に対する第５条の適用については、同条第１号中「１０分の５」とあるのは「１０分の９」と、

「５０万円」とあるのは「１００万円」とする。 

３ この要綱の施行前に内定のあった者に対する助成金の額については、なお従前の例による。 

付 則（２５足都安発第７８３号 平成２５年６月２５日都市建設部長決定） 

この要綱は、平成２５年７月１日から施行する。 


